所得による入居資格の制限について
算定所得額（年額）が1,896,000円（月額158,000円）を超える方は、各要件に該当しない限り、申込を頂いても入居できません。

算定所得額とは、所得証明書に記載の所得額（就学者を除く世帯全員分）から、下記に記載の各種控除をした金額のことです。
○算定所得額 ＝世帯全員の所得額 － 各種控除
控除額一覧
	控除の種類
	控除の対象
	控除額

	給与所得者等控除
	・入居者及び同居者で給与所得または公的年金等に係る雑所得を有する方
	所得に応じ10万円
まで

	同居・外の扶養
	・入居申込者以外の同居人
・同居してない扶養親族
	1人につき38万円

	老人扶養親族
	・７０歳以上の扶養親族
	1人につき10万円

	特定扶養親族
	・１６歳以上～２3歳未満の扶養親族
	1人につき25万円

	障害者控除
	・身体障がい者手帳３級以下
・保険福祉手帳２級
・療育手帳B
	1人につき27万円

	特別障害者控除
	・身体障がい者手帳1級・２級
・保険福祉手帳１級
・療育手帳A
	1人につき40万円

	ひとり親控除
	・入居者又は同居者で婚姻をしていない方もしくは配偶者の生死が明らかでない方で以下に該当する方。
ア：事実婚状態にある方がいない。
イ：総所得金額が48万以下で生計を一とする子がいる。

ウ：合計所得額が500万以下。
	所得に応じ35万円
まで

	寡婦控除
	・ひとり親控除に該当せず、以下に該当する者。
ア：夫と離別後婚姻をしていない方で、扶養親族がおり合計所得額が500万円以下の方。

イ：夫と死別後婚姻をしていない方又は夫が生死不明の方で、合計所得額が500万円以下の方。
	所得に応じ27万円
まで


例1） 給与所得者の夫(給与所得控除後の金額2,275,000円)、専業主婦の妻(所得0円)で
入居申込の場合
算定所得額　＝　夫の所得－同居控除×給与所得者等控除(1名)
　　　　　　　　　　＝　2,275,000円－380,000円－100,000円
　　　　　　　　　　＝　1,795,000円　＜　1,896,000円　→　入居資格あり
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
例2）給与所得者の夫(給与所得控除後の金額2,275,000円)、パート収入の妻(給与所得控除後の金額475,000円)で入居申込の場合
算定所得額　＝　世帯の合計所得－同居控除×給与所得者等控除(2名)
　　　　　　　　　　＝　2,750,000円－380,000円－200,000円

　　　　　　　　　　＝　2,170,000円　＞　1,896,000円　→　入居資格なし

※各要件は、お問い合わせください。
【参考】
湯沢町営住宅条例
(入居の資格)

第5条　入居することができる者は、次の条件を備わっている者でなければならない。
　(1)　現に同居し、又は同居しようとする親族(婚約者及び内縁者)があること。

　(2)　その者の収入が、次にあげる場合に応じ、次にあげる金額を超えないこと。
ｱ.　入居者の心身の状況又は世帯構成、災害により住宅に困窮していることやその他やむを得ない事由の有無、区域内の住宅事情その他の事情を考え合わせ、特に居住の安定を図る必要がある場合として規則で定める場合の所得額の上限は、214,000円
湯沢町営住宅条例施行規則　第１条の12　第1項

　　(1)　入居者又は同居者に次のいずれかに該当する者がある場合

　　　　ｱ.障害基本法に規定する障害であって、次に掲げる障害の種類と程度であるもの
　　　　　(ｱ) 身体障害：身体障害者福祉法施行規則別表第5号　1級～4級程度

　　　　　(ｲ) 精神障害：精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行令第６条第３項

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１級・２級程度

　　　  　(ｳ) 知的障害 (ｲ) に規定する精神障害の程度に相当する程度
　　　　ｲ. 戦傷病者特別援護法第２条第１項に規定する戦傷病者

　　　　ｳ. 原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律の規定による厚生労働大臣の認定を受けているもの

　　　  ｴ. 海外からの引揚者で5年を経過していない者
　　　  ｵ. ハンセン病療養所入所者

　　　　ｶ. 災害対策基本法に規定する災害その他これに準ずるものとして町長が認める事由により、次のいずれかに該当することとなった者
　　　　　　(ｱ)　居住する住宅が滅失し、また損壊した者であって、住宅の再建が困難であり、又は住宅の再建に相当の期間を要すると認めたもの

　　　　　　(ｲ)　その居住する住宅に引き続き居住することにより、その生命又は身体に危害を受けるおそれがあると認められる者

　　　　　  (ｳ) (ｱ)及び(ｲ)に掲げる者のほか、住宅に困窮していることについてやむを得ない理由があると認める者
(2) 入居者が60歳以上であり、かつ、同居者のいずれもが60歳以上又は18歳未満の者である場合

　　(3) 同居者に小学校未就学児がいる場合
ｲ.　町営住宅が激甚災害等に対処するため国の補助に係るものや、異常な天然災害や火災において町の住宅の多くがなくなってしまった等に該当する場合において、住む場所をなくしてしまった低所得者に、町が借り上げた住居を転貸する場合　214,000円
(但、当該災害発生の日から3年を経過した場合は、158,000円)
ｳ.　ｱ及びｲに掲げる場合以外の場合　158,000円
(3)現に住宅に困窮していることが明らかな者であること。
(4)町内に住所又は勤務場所を有すること。
(5)その者又は現に同居し、若しくは同居しようとする親族に、町税及び町使用料等の未納がないこと。

(6)その者又は現に同居し、若しくは同居しようとする親族が暴力団員でないこと。
２　前項の規定にかかわらず、老人、身体障害者、災害により住宅に困窮しているものその他の特に居住の安定を図る必要がある者として規則で定める者については前項第1号の規定は、適用しない。
湯沢町営住宅条例施行規則　第１条の12　第2号
居住の安定を図る必要がある者は、次のいずれかに該当する者とする。

　　　　　(但し、身体及び精神上著しい障害があり常時の介護が必要の場合を除く)
(1) 60歳以上の者

(2) 障害基本法に規定する障害であって、次に掲げる障害の種類と程度であるもの

　　　　　(ｱ) 身体障害：身体障害者福祉法施行規則別表第5号　1級～4級程度

　　　　　(ｲ) 精神障害：精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行令第６条第３項

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１級～３級程度

　　　  　(ｳ) 知的障害 (ｲ) に規定する精神障害の程度に相当する程度

(3) 生活保護法に規定する被保護者及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の支援に関する法律に規定する支援給付金を受けているもの
(4) 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律第1条第2項に規定する被害者で、次のいずれかに該当する者。
　　　　　(ｱ) 一時保護又は保護終了後、5年を経過していない者
　　　　　(ｲ) 裁判所命令の申し立てを行った者で、命令効力を生じた日から起算して5年を経過していない者
 (5)　前項第1号のｲからｶまでに掲げる者
　　　　　ｲ. 戦傷病者特別援護法第２条第１項に規定する戦傷病者

　　　　　　ｳ. 原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律の規定による厚生労働大臣の認定を受けているもの

　　　 　　 ェ. 海外からの引揚者（5年以内）

　　　 　　 ｵ. ハンセン病療養所入所者

　　　　　　ｶ. 災害対策基本法に規定する災害その他これに準ずるものとして町長が認める事由により、次のいずれかに該当することとなった者

　　　　　　(ｱ)　居住する住宅が滅失し、また損壊した者であって、住宅の再建が困難であり、又は住宅の再建に相当の期間を要すると認めたもの

　　　　　　(ｲ)　その居住する住宅に引き続き居住することにより、その生命又は身体に危害を受けるおそれがあると認められる者

　　　　　  (ｳ) (ｱ)及び(ｲ)に掲げる者のほか、住宅に困窮していることについてやむを得ない理由があると認める者
３　被災市街地復興特別措置法における公営住宅の入居者資格の特例により、第1項第1号から4号までの条件が備わっている者とみなす。
